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研究成果の概要（和文）：本研究は、環境拡張型国際産業連関表を用いて、各産業の方向性を残したサプライチ
ェーンネットワークを形成し、環境負荷集約的な国際産業クラスターの検出を行うことで、世界全体でのより低
負荷な社会の実現に向けての環境協定や技術協力、R&D等を行う際の政策提言を行うことを目的とした。
例えば、日本と台湾における国際貿易ネットワークのクラスター分析を通じて、「台湾の半導体産業」を中心に
して「日本の携帯電話産業」「日本の液晶素子産業」などが構成要素となり一つの集約的な産業クラスターを形
成していることなどがわかった。

研究成果の概要（英文）：This research aimed extracting environmentally-friendly industrial clusters 
from directed international supply-chain network graph which is made by environmental multi-regional
 Input-Output table. By extracting the clusters, this research aimed making policy proposal 
including environmental partnership agreement or R&D for the environmentally-friendly society.
In the project, for instance, it is found that there is “semiconductor” industry in Taiwan as the 
central hub in an intensive cluster which consists of “cellular phones” or “Liquid crystal 
element” industries in Japan through the supply-chain network between Taiwan and Japan.

研究分野：環境経済学

キーワード： 産業クラスター分析　国際貿易　産業連関表　サプライチェーン　ネットワーク分析
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、社会で財・サービスが生産される際に投入される中間財の供給元が、地域や生産物において多様化・
複雑化が進んできた現代社会において、産業のまとまりの中で中心的な役割を果たしている部分がどこなのかを
明確にできる点で、特に貢献するものである。
加えて、特定産業の製品に対する最終需要に起因して生じる複雑な国際サプライチェーンネットワークから排出
集約的なクラスターを検出し、当クラスターに属する複数の国、産業を客観的に示すことは、より環境効率の優
れた生産システムなどを含む今後の環境マネジメントシステムの構築に向けた実証的な分析から社会に貢献する
ものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



1. 研究開始当初の背景 

過剰な温室効果ガス排出量の削減に関して世界的な問題として取り組むべきものされて久し

い。日本国内においても、生産技術の改善による排出量の低減が、国内の経済規模拡大による排

出量の増加を一定量相殺するほどにまで低炭素社会に向けた動きがあったことが示されている

（①）。国内でなく世界に目を向けた分析によると、各国の産業構造の変化により世界の CO2排

出量が先進国と途上国の間で大きく異なってきたことも示されている（②③）。こうした排出量

の国際的な動きの背景には様々な要因が考えられる。一つは先進国が海外の低い労働費用を求

めて工場を途上国に移転するような場合である。この過程により低炭素負荷な生産技術が途上

国に移転していくことになり、世界全体でより低炭素負荷な社会へと近づいていくことが期待

される。このような過程は複数国間での R&Dなどで進展するとされており、国際間での環境協

定の中に重要な項目として盛り込まれる。複数国間での取り組みをより良いものにするための

アプローチとして、近年、国際的な経済の流れを捉えた環境負荷に関する研究が多くなされてい

る（④⑤）。これらの研究の中で、国際産業連関表を用いて各国間のサプライチェーンから CO2

排出集約的な産業クラスターを検出する分析も行われ、低炭素負荷な生産プロセスの開発や環

境協定に関してどの国や産業が協力して取り組むと効率的なのかについて提言されている（⑥

⑦）。ここでの産業クラスターとは、全産業が属する集合において、相対的に高い相互依存関係

がある産業から構成される部分集合である。協力する相手国、あるいは産業を特定できるという

意味で、産業クラスター分析は非常に有意義であるが、既存の研究では方向性についての視点が

欠落している。方向性とは、産業間の経済取引における需要側と供給側に関する方向性である。

これが無視されていると、クラスター内での「輸出産業としての農林水産業」と「輸入産業とし

ての農林水産業」との違いを取り扱うことができず、国際間環境協定や協力の下での R&D等の

議論を行う際に、各国の国際競争力や国策を進めている産業について触れられないまま進めら

れることになる。そこで本研究は、世界産業連関表（WIOD,EORA,アジア国際産業連関表等）を

用いて方向性を意識した産業クラスター分析を行い、国際間での環境協定や R&Dの推進などを

行う際に「どの国の」「どの産業が」互いに協力して取り組んでいくことが効率的なのか、につ

いて議論していくことが重要である。 

 

2. 研究の目的 

本研究は、環境拡張型国際産業連関表を用いて、各産業の方向性を残したサプライチェーンネ

ットワークを作成し、CO2 排出集約的な国際産業クラスターの検出を行うことで、世界全体で

のより低炭素負荷な社会の実現に向けての環境協定や技術協力、R&D 等を行う際の政策提言を

行うことを目的とする。特定産業の製品に対する最終需要に起因して生じる複雑な国際サプラ

イチェーンネットワークから排出集約的なクラスターを検出し、当クラスターに属する複数の

国、産業を客観的に示すことで、より環境効率の優れた生産システムなどを含む今後の環境マネ

ジメントシステムの構築に向けた実証的な分析から社会に貢献するものである。 

 



3. 研究の方法 

 本研究では、国際産業連関表から得られる各国間、各産業間の経済取引データを基に国際サプ 

ライチェーンネットワークデータを構築し、 各国の最終需要に誘発される直接間接的なCO2 排

出量の推計を行うこととした。本研究で重要な点は、サプライチェーンネットワークデータを構

築する際に方向性を残す作業である（図 1）（図 1 において丸数字は各産業であり、産業をつな

ぐ線の値は産業間での取引額を示す）。線形代数学上の理由から、本来方向性が残っている産業

連関表の産業間取引データから方向性を除き対称行列にして扱わなければならない。作成され

た隣接行列に対して、固有値分解法や非負行列因子分解法といったスペクトラルグラフ理論に

基づくクラスター分析手法（⑧）により、国際サプライチェーンにおける CO2 排出集約的な国

際産業クラスターの抽出を行うこととした。 

4. 研究成果 

(1) 台湾と日本の貿易に焦点を当てた分析について 

 EORA と呼ばれる多地域産業連関表を用いて台湾と日本における産業間取引のデータからネ

ットワークを作成し、集約的な産業クラスターの抽出を試みた。分析の結果概略図が図 3 であ

る。例えば、日本と台湾における国際貿易ネットワークのクラスター分析を通じて、「台湾の半

導体産業」を中心にして「日本の携帯電話産業」「日本の液晶素子産業」などが構成要素となり

一つの集約的な産業クラスターを形成していることなどがわかった。本研究結果は、尾道市立大

学と台湾嘉義大学との合同カンファレンスでの中間報告を通じて研究者から意見をもらい「産

業間での中間取引を示す行列を用いて隣接行列を作成してしまうと、サプライチェーンに

おいて中間財を供給している 2 つ上流の産業を分析対象から漏らしてしまう可能性がある

こと」「1つの産業が複数のクラスターに所属できないこと」などが課題として挙げられた。 
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図 3. 台湾と日本の貿易ネットワークから抽出した産業クラスター 
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